
研究開発法人の機能強化

平成２５年１１月１１日

内閣府（科学技術政策・イノベーション担当）

文部科学省

資料４



科学技術イノベーション総合戦略～新次元日本創造への挑戦～（抄）（平成25年６月７日閣議決定）
第３章３．（２）②
・研究開発法⼈について、関係府省が⼀体となって、独⽴⾏政法⼈全体の制度・組織の⾒直しを踏まえつつ、効率的運⽤の達成や国⺠への説明責
任を⼤前提として、①研究開発成果の最⼤化（ミッションの達成）を第⼀⽬的とすること、②研究開発法⼈を、国家戦略に基づき、⼤学や企業では
取り組みにくい課題に取り組む研究機関であることを制度的に明確に位置づけること、③国際競争⼒の⾼い⼈材の確保の必要性、国際⽔準を踏まえ
た評価指針の下での専⾨的評価の実施、主務⼤⾂の下に研究開発に関する審議会の設置（外国⼈任命も可能）、 中期⽬標期間の⻑期化、
研究開発の特性を踏まえた制度運⽤の在り⽅、を法的に担保し、給与⽔準の⾒直し、業務運営の効率化⽬標の在り⽅の⾒直し、調達⽅法の改善、
⾃⼰収⼊の扱いの⾒直し、予算繰り越しの柔軟化等が実現される仕組みとすること、を内容とする世界最⾼⽔準の新たな制度を創設 【⽂部科学省、
内閣府、内閣官房】
・現⾏制度においても、運⽤上、改善が可能なものについて早急に⾒直し 【⽂部科学省、内閣府、内閣官房】

日本再興戦略-JAPAN is BACK- （抄） （平成25 年６月14 日閣議決定）
⼀．３．④研究開発法⼈の機能強化
成⻑戦略の実現に資する研究開発を集中的かつ効果的に推進するため、研究開発法⼈に対する業務運営の効率化⽬標の在り⽅を⾒直し、研究
開発内容や評価を踏まえたメリハリある予算を実現するなど研究開発法⼈の機能強化を図る。
○世界最⾼⽔準の新たな研究開発法⼈制度の創設
・研究開発法⼈については、関係府省が⼀体となって、独⽴⾏政法⼈全体の制度・組織の⾒直しを踏まえつつ、研究開発の特性（⻑期性、不確
実性、予⾒不可能性及び専⾨性）を踏まえた世界最⾼⽔準の法⼈運営を可能とする新たな制度を創設する（次期通常国会に法案提出を⽬指
す）。
○具体的な改善事項への対応
・法的措置が必要なものと運⽤によって⼗分に改善が可能なものを早急にしゅん別し、給与、調達、⾃⼰収⼊の扱い、中期⽬標期間を越えた繰越
等の改善が必要な事項に関し、現⾏制度においても、運⽤上改善が可能なものについては速やかに対応を図る。特に、外部資⾦を積極的に活⽤する
インセンティブを与えるため、⾃⼰収⼊（寄附⾦収⼊分等）を確保した分運営費交付⾦が削減される仕組みは直ちに⾒直す。
経済財政運営と改革の基本方針について（抄） （平成25年6月14日閣議決定）
第２章 １．（１）③ 科学技術イノベーションの促進等
研究開発法⼈については、関係府省が⼀体となって、独⽴⾏政法⼈全体の制度・組織の⾒直しを踏まえつつ、研究開発の特性を踏まえた世界

最⾼⽔準の法⼈運営を可能とする新たな制度を創設する。
６．（１）（特別会計改⾰、独⽴⾏政法⼈改⾰）

• 独⽴⾏政法⼈改⾰については、⾏政改⾰推進会議における中間的整理を踏まえ、各法⼈の共通の規律を前提としつつ、各法⼈の事務・事業の
特性を踏まえた制度を構築し、各法⼈に期待される政策実施機能を⾼めるべく、平成27 年４⽉からの改⾰実施を⽬指して、必要な法制上の措置を
早期に講ずるものとする。

新たな研究開発法人制度創設について
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（３）「イノベーションを結実させる」

国際的なイノベーションハブの創出に向けて
科学技術イノベーション総合戦略の考え方

○経済社会の課題を解決する取組をより効果的なものとし、迅速にイノベーションを創出する
ための基盤を整備するため、「イノベーションを育む」「イノベーションを駆動する」「イ
ノベーションを結実させる」という３課題について、重点的に取り組む。

イノベーション
の芽を育む

イノベーション
システムを
駆動する

イノベーション
を結実させる

○多様な人材がリーダーシップを発揮
○国際的なイノベーションハブを強化
○競争的資金制度を再構築

○ベンチャー企業等新規事業に
取り組む企業を活性化

○規制改革、国際標準化・知財
戦略を強化

○産学官・府省間の連携を強化
○研究支援体制を充実
○産学の人材流動化を促進

イノベーションの担い⼿の活躍の場とな
る⼤学や研究開発法⼈において、イノ
ベーションの芽を創造できる体制を構築。

産学官の多様な担い⼿が、イノベーショ
ンの各局⾯をリード・繋ぎをし、イノ
ベーションシステムを駆動することがで
きる環境を整備。

実⽤化・事業化段階における隘路を解消。

○イノベーションに最適な国づくりの実施に向けて、各施策の部分最適ではなく、全体像を俯
瞰しながら施策の⽴案・実施、効果の測定、施策の⾒直しに取り組む。

（１）「イノベーションの芽を育む」

（２）「イノベーションシステムを駆動する」

イノベーションに
挑戦するリスクや
コストを社会全体

として許容
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関係府省の参画方法：研発法人所管省及び行革部
局は、オブザーバーとして参加（課長クラス）。

構成員：

大垣眞一郎
公益財団法人水道技術研究センター
理事長、東京大学名誉教授

岡本 義朗
新日本有限責任監査法人エグゼク
ティブディレクター

（座長）門永宗之助 Intrinsics 代表

久間 和生 総合科学技術会議議員（常勤）

角南 篤 政策研究大学院大学准教授

野間口 有 三菱電機相談役

橋本 和仁
東京大学大学院工学系研究科教授
兼先端科学技術研究センター教授、
総合科学技術会議議員（非常勤）

原山 優子 総合科学技術会議議員（常勤）

森田 朗 学習院大学教授、東京大学名誉教授

科学技術イノベーション総合戦略に規定された新たな研究開発法人制度の創設について検討を行
うため、「新たな研究開発法人制度創設に関する有識者懇談会」（内閣府特命担当大臣（科学技術政
策担当）及び文部科学大臣の合同懇談会）を開催。11月を目途に研究開発法人の特性に配慮した最
も理想的な世界最高水準のスキームを報告書として取りまとめ、総合科学技術会議で議論予定。

検討事項：懇談会は、国際的イノベーション・ハブと
しての機能を発揮するため、研究開発成果の最大
化を第一目的とした、世界最高水準の新たな研究
開発法人制度の具体的制度設計（国際水準を踏ま
えた、研究開発を促進するための評価の在り方等）
について検討。

公開：懇談会は原則として公開。

必要に応じてその他の関係者の出席を求めることができる。

スケジュール：
９月２４日 第１回開催

１０月２３日 第２回開催
１１月１２日 第３回

新たな研究開発法人制度創設に関する有識者懇談会
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野依理事長（理化学研究所）のプレゼンのポイント

・国の誇りであり、国力の源泉である世
界第一級の国立研究開発機関が必要。

・研究者・指導者の壮絶な争奪戦が世界
的に行われており、米国やドイツに競り
負けることが多い。

・まず現行の独法制度ありきで、その修
正を図るのは、本末転倒。
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我が国の研究開発法人と諸外国の国立研究所に関する相違点①

出典：角南篤（2013）,第1回新たな研究開発法人制度創設に関する有識者懇談会資料

参考
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我が国の研究開発法人と諸外国の国立研究所に関する相違点②

出典：角南篤（2013）,第1回新たな研究開発法人制度創設に関する有識者懇談会資料

参考
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「新たな研究開発法人制度について（骨子案）」
についての審議のポイント

○世界で最もイノベーションに適した国とするため、成
長戦略に資する行政改革が必要。手をこまねいていて
は、躍進する中国の国営研究所に一挙に追い抜かれる。

○世界と戦う研究開発法人については、研究開発成果の
最大化が制度目的であるべき。

○研究開発法人は、大学や企業では取り組みがたい課題
を国家戦略として実施。国家戦略の徹底のため、主務
大臣が臨機応変に必要な指示を行う。

○業務の効率的・効果的実施を目的とする独法制度とは、
目標設定や評価の手法、大臣の関与の在り方が異なり、
全く別のマネジメントが必要。

新たな研究開発法人制度創設に関する有識者懇談会
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